＜認知症への対応について＞　

　田中（雅）委員は「グループホームについて多くは短時間労働者で占められている。大事なことは認知症の初期に適切な介護を行うことだ。人件費が人の確保につながることから、短時間労働の介護職員の状況を変えない限りは症状が重度化する傾向もあるかと考える。認知症の方々が尊厳を持って暮らす制度設計をお願いしたい」と要請。伊藤局長が「グループホームがそもそも看取りまでする施設なのかということは検討すべきである。それぞれの施設にふさわしい役割を考えなければならない。また、認知症患者を必要以上に精神病院に入れることは、あらためるべきだ。入院している患者のうち退院が可能と思われる人数はどのくらいなのか」と述べたのに対し、事務局は「精神病院に入院している患者は5万2,000人で、その約半数は何らかの社会資源が整えば退院が可能ではないか。小規模多機能など基盤整備を進めるとともに、市町村の介護事業計画に認知症に対するニーズをとらえて5期の計画に入れる方向で対応したい」と答えた。

＜たんの吸引等の実施について＞　

　馬袋委員は「たんの吸引を実際に行うのは介護職員で、責任を持って行うのは介護事業所ということになる。実施にあたっては、事業所への安全対策に係るマネジメント、教育体制等を評価いただきたい。研修にあたっては各地域での受講体制への支援などをお願いしたい」として事業所への対応に触れたのに対し、伊藤局長は「特定事業加算での提案であるが、これではたんの吸引という個別の行為に対応した人以外も含めて当該事業所の利用料負担が増えるという面がある。逆に加算を取らなければ、行為を行う介護福祉士の十分な処遇が担保できない。法律上の明確な医療行為に対し研修まで行って対処することから、扱いについては十分な対応をお願いする」と指摘し、行為者である介護職員への配慮に言及した。

＜生活援助の時間区分等の見直しについて＞　

　斎藤（秀）委員から「これまで訪問介護の時間区分である60分を『刻み』としてやってきて、45分という区分の提案にはとまどいがある。15分の時間短縮がサービスの低下を招くのではないか。また、どうしても60分を必要とする利用者にとって負担増につながらないか。例えば新たに『45分～60分』もしくは『45分～70分』を入れた3区分にして、生活実態のアセスメントをさらにきめ細かく行った上で、個々のニーズに応じて必要なサービスを効率的に提供できる仕組みも考えられないか」として、区分を変えることで不安を払しょくできると提案。提供時間区分については他にも「家族も職員も提供時間区分に馴染んでおり、生活リズムができている。サービス提供現場での職員の配置変更にともなう影響も勘案した上で、本当に区分見直しをやらなければならないのか」（山田委員）といった疑問が投げかけられた。

　伊藤局長も「私どもの複数の組合員に訊いてみたところ、60分という区分で掃除、調理に加えて、介護を受ける人とコミュニケーションをとりながら対応している。時間区分を変えることで、計算通りに利用者へのサービス提供が増やせるのか非常に強い疑問が出ている。最後の方になれば介護労働者は非常に疲れており、能率やサービスの質の低下を懸念する」と45分の時間区分の問題点を指摘。また、通所介護のサービス提供時間区分の見直しについて、レスパイトケア促進の観点に理解を示しつつも、「延長ありで預けたものの、サービスを実際に受ける本人の生活サイクルを乱すことがいいのかどうかよく考えるべきである。レスパイトというのであれば、帰宅後に訪問介護でサポートすることも可能だ」と主張した。

　次回開催は11月24日の予定。

以上

